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【関係資料④】事務組織の活用と積立金の管理運用 
 

④ 事務組織については、効率的な事務処理を行う観点か
ら、共済組合や私学事業団を活用する。また、制度全体の
給付と負担の状況を国の会計にとりまとめて計上する。 

・ 被保険者の記録管理、標準報酬の決定・改定、保険料の徴収、保

険給付の裁定等を行う主体として、厚生労働大臣に加え、共済組

合等を規定。【厚年法の改正】 

・ 制度全体の給付と負担の状況を国の会計(厚生年金勘定)にとりま

とめて計上し、国民に開示。【特会法の一部改正】 

・ 共済組合等は、徴収した厚生年金保険料及び管理運用する１・２

階積立金等に応じて厚生年金勘定に拠出金を納付し、厚生年金の

保険給付に要する費用等を分担。また、共済組合等が行う厚生年

金の保険給付に要する費用等は同勘定から交付金として交付。【厚

年法の改正】 

・ 制度全体を通じた財政検証を定期的に実施。 

・ 厚生労働大臣は、各所管大臣を経由して共済組合等に拠出金等に

関し必要な報告を求めるほか、各所管大臣に対し、その報告に関

し監督上必要な命令や監査の実施を求めることができることとす

る。【厚年法の改正】 

・ 積立金の運用の基本的な指針については、厚生労働大臣が案を作

成し、各大臣と協力の上、策定することとする。【厚年法の改正】 

・ 積立金の運用の状況の公表及び評価については、毎年度、厚生労

働大臣が案を作成し、各大臣と協力の上、行うこととする。【厚年

法の改正】 
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○ 事務組織 

 

 

【現状】 
 

○ 厚生年金、各共済年金は、それぞれ独立した公的年金制度となってお

り、年金事務は基本的にそれぞれの保険者組織で実施している。 
 

制度 保険者等 

○ 厚生年金 社会保険庁 

○ 国共済 国家公務員共済組合連合会 

○ 地共済 

 

地方公務員共済組合連合会 

６８共済組合 

 地方職員共済組合（１組合４７支部） 

 公立学校共済組合（１組合４７支部） 

 警察共済組合（１組合４９支部） 

 東京都職員共済組合（１組合） 

 指定都市職員共済組合（１０組合） 

 全国市町村職員共済組合連合会（５４構成組合） 

○ 私学共済 日本私立学校振興・共済事業団 
 

○ 被用者年金の年金個人記録は、各制度でそれぞれ管理しており、被用

者年金の額を知るためには、それぞれの制度の窓口に問い合わせること

が必要である。 
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（基礎年金勘定１Ｆ）

基礎年金拠出金 ＜拠出金・交付金の算定方法＞ 

①各年度における給付費全体を、政府及び共済組合等が負担。 
・各主体は、徴収した厚生年金保険料及び管理運用する１・２階積立金

に応じて負担（各主体の標準報酬総額及び積立金残高で按分）。 
・激変緩和措置として、当分の間、支出費按分も取り入れる。 

②共済組合等の負担分は、拠出金として特別会計の厚生年金勘定に計上。 

③政府は民間分を支給。公務員等分は共済組合等に交付金を交付。 

見込額を基に算定し、翌々年度に実績値で精算（政令委任） 

第二号 
厚年被保険者 
（組合員） 

第三号 
厚年被保険者 
（組合員） 

第四号 
厚年被保険者 
（加入者） 
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被用者年金一元化後の交付金・拠出金計算のしくみ（概要） 

 

（厚生年金保険法第 84 条の 3～第 84 条の 5、原始附則第 23 条～第 23 条の 4） 
 
○実施機関からの拠出金 

＝拠出金算定対象額 

×［｛標準報酬按分率×保険料財源比率＋積立金按分率×（1－保険料財源比率）｝×５０％＋支出費按分率×５０％] 

－基礎年金拠出金（除く国庫・公経済負担） 

 

○実施機関への交付金＝厚生年金給付費 

 

○ 各実施機関から厚生年金勘定への拠出金については、徴収した厚生年金保険料及び管理運用する１・２Ｆ積立金に応

じて納付することを基本とする。これに加え、激変緩和措置として、当分の間、支出費(給付費及び基礎年金拠出金)

按分も取り入れることとする。 

○ ただし、この支出費按分は、激変緩和措置であることから、全実施機関が同じ保険料率に統合される平成 39 年度まで

(一元化施行から 17 年間)の状況を勘案しつつ検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。 

 

（※１）拠出金算定対象額＝［厚生年金給付費(注)＋基礎年金拠出金－国庫・公経済負担］の総額(合計額) 

（注）既裁定の共済年金給付費（２Ｆ部分に限る）を含む。 
 
 （※２）標準報酬按分率 ＝実施機関標準報酬／全標準報酬 

（※共済の保険料率の引上げ過程においては、保険料率の差による調整を行う。） 
   

（※３）積立金按分率  ＝実施機関１・２Ｆ積立金／全１・２Ｆ積立金 
   
（※４）支出費按分率  ＝実施機関支出／全支出  

（注）支出＝厚生年金給付費(既裁定共済年金(２Ｆ部分に限る)を含む)＋基礎年金拠出金－国庫・公経済負担 
   

（※５）保険料財源比率とは、一定期間の支出に占める保険料財源分の割合であり、（１－保険料財源比率）とは、積立金財
源分の割合を指す。当該比率は５年毎に見直す。(現時点の試算は、2100 年度までの単純平均が 87％：13％) 

激変緩和措置 

50


	バインダ２.pdf
	20070426152353.pdf

	sankou 4 .pdf
	④070404 大臣レク参考資料見出し（一元化等法律案の概要）③（４／１８記者レク用）.pdf
	33 20 事務組織.pdf
	34 070312拠出金ルールのイメージ④.pdf




